
 
 

 

 

 

 

 昨年は新型コロナウイルスの影響により世界経済全体が落ち込む中、中国のＧＤＰが主

要国で唯一プラス成長を記録。日本からの輸出実績からも、中国向けが米国向けを上回り、

経済力の米中逆転が現実味を帯びてきました。 

 エコノミスト、柯隆氏（東京財団政策研究所/主席研究員）が、全人代の政府活動報告な

ど最新データを紐解きながら中国経済の実態、米中問題について解説します。 

 

記 

日  時：2021年４月１４日（水） １５：００～１６：３０(日本時間) 

開催方法：ＺＯＯＭウエビナーによるライブ配信 

     ※セミナー終了後に期間限定（4月 21日～27日）で、会員専用ページに録画 

      を公開いたします。 

講  師：柯隆（か・りゅう） 氏 

       （公財）東京財団政策研究所 主席研究員 
       ＜プロフィール＞ 

 

 

 

 

        

  講演予定：①中国経済 
        ・現状の経済状況 
         ・第 14次 5カ年計画 
         ・2035年長期目標 
       ②米中問題 
        ・米新政権 
         ・日本企業への提言 

      ③質疑応答 
              ※事前の予告なく変更することがあります。 

 

  参 加 費：無料 ※（一社）東海日中貿易センター会員限定 

定  員：７０名 ※募集を終了しました。 

お申込締切日：４月９日（金） 

＜ライブ配信に関して＞ 
・インターネットに接続可能なパソコン・タブレット・スマートフォンをご用意ください。 
・視聴用機器のスピーカーを、音が聞こえる状態に設定してください。 

 ・アプリケーションをダウンロードしてご利用の場合、必ず事前にバージョンを確認し、最新
版に保った状態で使用するようにお願いします。 

 ・本講義中、受講者によるインターネット環境等に関する問題は一切責任を負うことができま
せんので、ご了承ください。 

 

（お知らせ） 
 当センターが主催または開催協力するセミナーにお申し込みをいただいた方には、今後当センターより
同様のセミナーなど当センターの事業のご案内をさせていただく場合があります。ご案内を希望されない
場合は下記までご連絡下さい。 
お問合せ：（一社） 東海日中貿易センター 業務グループ ＴＥＬ：（０５２）２１９－４８２０ 

 

（一社）東海日中貿易センター 新年度特別講演 

米中逆転間近 
 日本企業のあるべき成長戦略 

1963年、中国・江蘇省南京市生まれ。88年来日、愛知大学法

経学部入学。92年、同大卒業。94年、名古屋大学大学院修士

課程修了（経済学修士号取得）。長銀総合研究所、富士通総研

経済研究所を経て、現職。 


